お詫びとともに、下記のとおり訂正いたします

対照表

	頁
	訂正前
	訂正後

	６
	＜目標工賃達成加算（Ⅲ）の算定要件＞

　１　加算（Ⅰ）の１に同じ

　２　平成26年度の工賃実績が、平成26年度の京都府の就労継続支援Ｂ型事業所全体の平均工賃の80%に相当する額を超えること。

　３　加算（Ⅰ）の４に同じ


	＜目標工賃達成加算（Ⅲ）の算定要件＞

　１　加算（Ⅰ）の１に同じ

　２　平成26年度の工賃実績が、平成26年度の京都府の就労継続支援Ｂ型事業所全体の平均工賃額を超えること。

　３　加算（Ⅰ）の４に同じ




「工賃向上計画実施状況（平成２６年度）」の記入要領 
○　京都府工賃向上計画は、平成２４年度から平成２６年度までの３か年について、就労　継続支援Ｂ型事業所等で働く障害者の工賃水準を引き上げることを通じ、障害年金を始　めとする社会保障給付等による収入と合わせて、地域において障害者が自立した生活を　実現するという観点から、官民一体となった取組として推進するものです。
○　事業所におかれましても、全職員が工賃向上のために主体的に取り組み、事業所責任者が職員、利用者及び家族に対して経営理念・運営方針を示し共有していく必要があるため、事業所における平成２４年度から平成２６年度までの３か年について、「工賃向上計画シート」を作成いただき、今後の目標と具体的な取組方法等を明確にして取り組んでいただいているところです。
○　「工賃向上計画実施状況（平成２６年度）」を作成いただき、平成２４年度当初に作成した「工賃向上計画シート」の実施状況のふりかえりと取組への評価及び今後の課題の抽出を行っていただき、今後の効果的な取組につなげていただくようお願いいたします。
○　なお、報告いただいた工賃実績を公表させていただくとともに、今回提出いただいた「工賃向上計画実施状況（平成２６年度）」の一部をHP等に掲載させていただきますのでご了解ください。
○  本記入要領では、「工賃向上計画実施状況（平成２６年度）」の記入の仕方についてご説明しますので、「記入例」と併せてご確認願います。
○　多機能型事業所で、サービス種別をこえて一体的に生産活動に取り組んでいる場合は、　「多機能型事業所用」の様式を使用して下さい。作業がサービス毎にある程度区分され　ている場合は、それぞれのサービス毎に工賃向上計画を作成願います。
「工賃向上計画実施状況（平成２６年度）」の取り扱いについては、以下のとおりとなります。

	
	取り扱い

	提出鑑
	・京都府（障害者支援課または保健所）に提出してください。


	様式１

事業所概要、工賃
	・京都府（障害者支援課または保健所）に提出してください。

・内容について、HP等に掲載します。

	様式２

ふりかえりシート
	・京都府（障害者支援課または保健所）に提出してください。

・HP等には掲載しません。

	参考様式①

工賃実績計算シート
	・京都府への提出は不要です。

・工賃実績を算出するため、事業所で任意に使用してください。

	参考様式②
活動計画と進捗確認書
	・京都府への提出は不要です。
・課題達成のための活動進捗管理のため、事業所で任意に使用してください。


	 様式１
 １．事業所の概要…事業所のプロフィールを記入します。


· 「事業所の運営方針」→事業所の運営指針（基本方針、経営理念等）を記入願います。（工賃向上だけにかかわらず、事業所全体について記入願います。）
· 「工賃向上計画の対象とする事業種別」→工賃向上計画の対象となる障害福祉サービスの種別を記入願います。

　　　例）就労継続支援B型事業と生活介護事業の多機能型事業所で、就労継続支援B型事業のみ工賃向上計画の対象とする場合

　　　　　　→「就労継続支援B型事業所」の欄のみチェック

○　「職員数」「定員数」「現員数」→平成２７年３月末現在の状況で記入ください。
○　「平均利用率」→「（平均）利用人数／利用定員」または「（平均）利用人数／利用契約者総数」で算出してください。
○　「就職希望者」「実際の就職者数」→「就職希望者」は、平成２６年度当初の人数を記入願います。「実際の就職者数」には、平成２６年度中に一般就労をした利用者の人数を記入願います。

○　「利用者の特徴」→障害の種類や程度等、利用者の特徴を記入して下さい。
· 「主な生産活動の種別」→下記表を参考に記載してください。

	製菓・製パン
	パン・焼菓子

	食品関係
	加工食品・惣菜・弁当・喫茶（製菓・製パン以外）

	陶芸
	陶芸

	布・縫製
	さをり織り、さをり製品、古布活用商品・衣類など

	雑貨
	染め・紙漉き・木工・小物の縫製など

	印刷
	印刷機使用の印刷

	データ入力
	ＨＰ作成・管理、会議録作成などＰＣ作業

	清掃
	清掃全般

	リネン
	衣類、タオルなどのたたみ、クリーニング

	農業
	農作物生産

	施設外支援
	工場、取引先などで場所を提供され仕事を行う（清掃以外）

	下請
	内職や軽作業を施設内で行っている

	その他
	どれにも該当しない


○　主な生産活動の内容　→具体的な作業内容や主力商品を記載してください。
	 様式１
 ２．工賃の目標…事業所の工賃の目標を記載します。


· 「２．工賃の目標」は、原則的にすでに提出いただいた「工賃向上計画シート」で設定していただいた数値を入力いただきます。

· 目標工賃は、月額または時間額のいずれかを選択して設定してください。なお、両方設定することも可能です。

· 目標工賃について、既に平成２４年度の工賃向上計画策定時から変更をしている場合は、表下の「工賃向上計画策定時からの変更の有無」欄を「有」を選択の上、変更後の目標工賃を記入してください。
· なお、各項目の算出方法は以下のとおりです。

	年間売上高
	当該年度中の売上高

	工賃支払総額
	ここでいう「工賃」とは、工賃、賃金、給与、手当、賞与その他名称を問わず、事業者が利用者に支払うべきすべてのものをさします。

	延人数
	各月の工賃支払い対象者の総数。（例：５０人定員で、工賃支払対象者が、４月４５人、５月５０人、６月４８人、７月５０人、８月５０人、９月５０人、１０月４９人、１１月５０人、１２月４５人、１月４７人、２月５０人、３月５０人の場合は、４５＋５０＋４８＋５０＋５０＋５０＋４９＋５０＋４５＋４７＋５０＋５０＝５８４人）

	平均工賃月額
	工賃支払総額÷延人数（小数点第１位を四捨五入）

	延時間数
	利用者の総就労時間（実労働時間＝工賃支給算定時間）数

	平均工賃時間額
	工賃支払総額÷延時間数（小数点第２位を四捨五入）


※　水色のセルは自動計算されますので、入力不要です。

	 様式１
 ３．工賃の実績…平成２６年度の工賃実績を記載します。


· 水色のセルは「参考様式①　平成２６年度工賃実績計算表」と連動して計算式が入っていますが、必要に応じて手入力してください。
	 様式２
 ４．平成２６年度ふりかえりシート…年度当初に作成した「取り組む課題と課題解決のための具体的活動」をもとに、１年間の活動のふりかえりを行います。


○　「平成２６年度　取組課題と課題解決のための具体的活動」→「工賃向上計画シート」に記入している課題を記載してください。
○　「平成２６年度（実績）課題解決のための具体的行動」→平成２６年度に事業として取り組んだ内容を具体的に記入してください。
· 「平成２６年度達成度」→課題に対する取組内容の達成度を、○（達成できた）、△（少し達成できた）、×（達成できなかった）で評価してください。評価は主観的に行っていただいてかまいませんが、事業所内で協議の上、評価するようにしてください。
· 「平成２７年度の取組」→平成２６年度の達成度を踏まえ、平成２７年度に取り組む内容が定まっている場合に記入してください。

なお、具体的な取組が定まっていない場合でも、平成27年度からは新たに工賃向上計画を策定いただくこととなりますので、その点ご承知おきください。
　※　以下は参考様式についての説明です。京都府への提出は必要ありません。事業所内の工賃の状況を把握し、工賃向上に向けた取組を具体的に進めるため、それぞれの事業所の実態にあわせて適宜利用してください。
	 参考様式①　平成２６年度工賃実績計算シート
　平成２６年度の工賃実績（月額、時間額）を計算するシートです。京都府への提出は不要です。


○　「利用者」→利用者の氏名を記入してください。（行が足らない場合は適宜追加してください）
· 「工賃形態」→利用者への工賃の支給形態（月給、日給、時給）を入力してください。
· 「就労時間」→当該月の実労働時間（工賃支給算定時間）を利用者ごとに入力してください。

· 「工賃月額」→当該月に支給した工賃を利用者ごとに入力してください。

· 「その他手当」→毎月支給している工賃以外で利用者に支払っている手当（賞与、ボーナス等）があれば入力してください。

· 「支給月数」→利用者ごとに、工賃を支給した月数を入力してください。なお、月の途中からの利用開始者及び利用終了者にかかる当該月の工賃（賃金）及び利用日数は、算定から除外することができます。

· 目標工賃の設定方法（「月額」または「時間額」のどちらか一方、「月額」「時間額」両方）にかかわらず、工賃実績については「月額」と「時間額」両方の報告が必要です。
	 参考様式②活動計画と進捗確認書…取り組み課題ごとに作成し、課題解決のために
 　「だれが」「何を」「いつ」「どのように」行うかを明らかにします。また、責任者
 　により実施状況をその都度確認します。

京都府への提出は不要です。


　○　取組む課題ごとに１シート作成するようにして下さい。
　○　「評価指標」には、可能な限り数値目標（例えば、売上○％アップ、来客数○人）　　をいれるようにして下さい。
　○　「活用したい外部支援」は、技術指導や経営分析等、必要な施設外からの支援を記入して下さい。
  ○　「数値目標達成のための具体的作業」、「実施時期」は、各年度の目標達成のために、何を、どのように、いつ、取り組むのかを、具体的に記入して下さい。
  ○　「担当者名」は計画の推進体制の中で、主に取り組む人の氏名を記入して下さい。
  ○　「作業の進捗確認」は、今は記入不要です。責任者の方がそれぞれの作業について進捗状況を確認し、評価をして下さい。
○　取り組みの状況により、具体的作業の内容や方法は随時見直し、柔軟に変更するようにして下さい。ただし、当初設定した数値目標とその期限は、特別な事情がないかぎり変更しないものと考えます。
目標工賃達成加算について（就労継続支援B型事業所）

就労継続支援B型事業所で、目標工賃達成加算の届出をされる場合は、以下を参考にしてください。（要件は概要です。なお、平成27年度は報酬体系が変わるため、詳細の加算要件や届出方法について、今後京都府から発出される通知、連絡に十分ご注意ください。）
	＜目標工賃達成加算（Ⅰ）の算定要件＞
１　平成26年度の工賃実績が、原則として平成25年度の工賃実績を上回っていること
２　平成26年度の工賃実績が京都府の最低賃金（時給789円）の1/2を超えること。
３　平成26年度の工賃実績が、当該事業所の工賃向上計画で設定した平成26年度の目標工賃以上であること。 

４　「工賃向上計画」を作成しており、目標工賃達成に向けた業務、作業内容等の見直しなど工賃向上計画に基づく取組を実施していること。
＜目標工賃達成加算（Ⅱ）の算定要件＞
　１　加算（Ⅰ）の１に同じ

　２　平成26年度の工賃実績が京都府の最低賃金（時給789円）の1/3を超えること。

　３　加算（Ⅰ）の３に同じ

　４　加算（Ⅰ）の４に同じ

＜目標工賃達成加算（Ⅲ）の算定要件＞

　１　加算（Ⅰ）の１に同じ

　２　平成26年度の工賃実績が、平成26年度の京都府の就労継続支援Ｂ型事業所全体の平均工賃の80%に相当する額を超えること。
　３　加算（Ⅰ）の４に同じ

※　平成26年度の就労継続支援Ｂ型事業所全体の平均工賃額については、本件集計後別途連絡します。




